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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 (注) １ 第17期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３  潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員であり、この他委託人員及び臨時従業員を［ ］内に外数で記載しております。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) ― ― 827,925 ― ― 

経常損失 (千円) ― ― 3,263,281 ― ― 

中間(当期)純損失 (千円) ― ― 10,706,139 ― ― 

純資産額 (千円) ― ― 1,055,391 ― ― 

総資産額 (千円) ― ― 11,380,109 ― ― 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 524.88 ― ― 

１株当たり中間 

(当期)純損失 
(円) ― ― 7,495.76 ― ― 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― 7.1 ― ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― △2,615,593 ― ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― △2,279,684 ― ― 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― ― △125,610 ― ― 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(千円) ― ― 513,662 ― ― 

従業員数 (人) ―[―] ―[―] 109[53] ―[―] ―[―]



(2）提出会社の経営指標等 

 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第15期中及び第15期は関連会社がないため、第16期中及び第

17期中は関連会社の重要性が乏しいため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４  第17期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末残高は記載し

ておりません。 

５ 従業員数は就業人員であり、この他委託人員及び臨時従業員を［ ］内に外数で記載しております。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 3,083,414 1,450,852 373,027 5,609,418 2,349,287 

経常損失 (千円) 2,559,022 3,087,303 3,260,744 5,062,845 5,730,074 

中間(当期)純損失 (千円) 3,197,158 4,444,054 10,692,493 6,663,281 7,355,768 

持分法を適用した場合

の投資利益 
(千円) ― ― ― ― 38,013 

資本金 (千円) 3,489,973 11,157,277 14,877,517 7,256,990 14,307,447 

発行済株式総数 (株) 421,254 1,083,389.21 1,550,071.31 754,881.69 1,398,351.31 

純資産額 (千円) △1,154,900 6,173,238 829,227 3,053,075 10,181,327 

総資産額 (千円) 6,227,812 18,718,689 10,023,704 5,034,253 16,194,397 

１株当たり純資産額 (円) △2,741.77 5,698.27 534.98 4,044.60 7,281.18 

１株当たり中間 

(当期)純損失 
(円) 7,590.16 4,874.88 7,486.21 12,514.17 6,854.76 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) △18.6 33.0 8.3 60.6 62.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △3,809,100 △3,687,380 ― △6,047,858 △7,160,031 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 3,795,003 △2,214,834 ― 3,793,119 △7,493,580 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) ― 18,932,030 ― 1,034,034 19,102,717 

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高 
(千円) 1,958,922 13,782,083 ― 752,267 5,201,374 

従業員数 (人) 118[105] 102[62]  82[36] 108[77] 100[63] 



２【事業の内容】 

 （1）事業の概要 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、平成17年12月よりＷｉＭＡＸ事業の商用サービスを開始しておりま

す。 

また、当中間連結会計期間より、株式会社新総企及び株式会社沖縄テレメッセージを連結財務諸表対象子会社とし、

さらに、平成18年5月に当社66.7％出資にて株式会社ＷｉＭＡＸソリューションズを設立いたしました。 

この結果、平成18年9月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社２社、非連結子会社３社及び関連会社１

社にて構成されることとなり、東京を中心とした地域においてＷｉＭＡＸ事業を、１都４県（東京、神奈川、千葉、

埼玉、沖縄）において無線呼出し事業（280MHz帯通信事業）を、新潟県内にてコインパーキング業及び関連端末機器

販売とその他通信機器等の開発・販売を行っております。 

なお、ＰＨＳ事業につきましては、平成18年6月末日をもって全サービスを完全終了いたしました。 

以上を系統図で示すと、次のとおりであります。 

当社グループの事業における位置付けは、次のとおりであります。 

①ＷｉＭＡＸ事業（4.95GHz） 

 当社グループは、「楽しいユビキタス社会の創生に貢献する」という企業ビジョンのもと、ワイヤレスブロードバ

ンドにおいて、その社会的ニーズに高い次元で応えてゆくことを基本理念としております。 

 そのために、ページャ（無線呼出し）とＰＨＳインフラ取得時に立案したワイヤレスによるブロードバンドネット

ワークを構築し、平成17年12月より日本初のＷｉＭＡＸ（ワイマックス）規格によるワイヤレスブロードバンドネッ

トワークサービスを開始いたしました。 

 ＷｉＭＡＸは今後ＩＴ社会が成熟していくために不可欠な技術であり、ワイヤレスによるインターネット接続の需

要が飛躍的に拡大することが期待されています。 

 当社のＷｉＭＡＸインフラは、280MHzページャと世界の最先端技術である次世代世界標準の無線ブロードバンド技

術を基に、世界の最先端技術を使った4.95GHzノマディックＷｉＭＡＸで構成されています。 

 当社は２つのインフラを融合することにより、ナローバンドからブロードバンドまでカバーし、さらにＰＬＣ（高

速電力線通信）による屋内外シームレス環境を構築し、今までの事業とは異なった新しいビジネスモデルによって、

日本政府が進める「u-Japan政策」を見据えてユビキタス社会の創生に貢献してまいります。 

 当社はこのＷｉＭＡＸサービスの早期拡大を実現するため、当社独自のネットワーク・サービスを拡張していくと

ともに、平成18年11月にソフトバンクモバイル株式会社と基地局ファシリティの共同利用に関する合意を行ったのを

始めとして、有力技術等を豊富に有する大手通信事業者とのアライアンスも積極的に展開してまいります。 

 併せて当社は、第二世代のポータル開発競争の勝者が今後のポータル市場を支配すると考え、ＷｉＭＡＸサービス

の開始に合わせ「ＷｉＭＡＸ Ｗｅｂ ３Ｄ」を準備してまいりました。第二世代ポータルの出現によりカタログのあ

り方、広告のあり方、さらにショッピングモール、コミュニティサイトのあり方が変化すると考えており、コンテン

ツ事業として順次展開してまいります。当サービスの特長は、インフラ事業に比較し初期費用が少なくかつ早期の収

益確保が可能な点にあり、ＷｉＭＡＸ事業のネットワーク、サービスの拡大と並行展開することにより、早期の利益

改善に繋げてまいります。 

  

②無線呼出し事業（280MHz） 

 自治体向け地域情報配信システムにおいては、東京都品川区における防災システム、埼玉県和光市における福祉情

報配信システムに続いて、東京都江東区にて衛星とページャ電波を活用した防災システムとして受注し、運用を開始

していただきました。災害協力隊・学校・公民館などの公共施設、避難所・消防団などへ災害緊急情報や区からのお

知らせ等を受信端末へ配信して、文字と音声で確実な情報伝達が実現でき、大変好評をいただいております。 

 平成18年4月にページャインフラの衛星通信網化が完了し、サービスを開始しております。これにより運用費を大幅



に削減させることとなり、また、平成18年10月にＪＳＡＴ株式会社と地域情報配信システムの全国展開に関する事業

提携について基本合意を締結したことにより、今後は両社の協業によりサービスの全国展開し、更なる受注拡大を目

指して参ります。 

 さらに、メータ自動検針化やホームセキュリティの普及など多様な用途で期待されている「センサネットワーク

（テレメトリ）」の構築にも着手いたしました。 

 今後も、実質国内唯一の無線呼出し事業者として、ページャ電波固有の特性を活かした独自のサービスを展開して

まいります。 

  

③ＰＨＳ事業 

 平成14年に当事業を低廉な価格で承継して以来、運用コストの削減を行いつつ、承継インフラを活用して、ユビキ

タス時代に適応したワイヤレスブロードバンドネットワークの確立を目指してきた結果、平成17年12月より日本で初

めてＷｉＭＡＸサービスを開始しております。これに伴いＰＨＳ事業につきましては平成18年6月にて完全終了し、こ

れまで事業継続のために費やした固定費を大幅に削減することになります。 

 

④駐車場等事業 

 株式会社新総企は、主に新潟市において駐車場等事業を展開しております。新潟市においては、市街地の一部にお

いて、依然駐車場不足という状況があり、また、平成18年6月1日より施行された駐車違反取締りの民間委託も追い風

となり、引き続き市場の成長が見込まれておりますが、同時に、競業者の増加により供給過多の傾向となりつつあり

ます。 

その中で、不動産会社、金融機関等のネットワークの強化によりいち早い物件情報の取得、新規顧客開拓獲得に向け

た営業努力を重ねる一方、既存駐車場の更なる収益アップのための販促活動にも注力しております。 

  

⑤その他の事業 

 株式会社沖縄テレメッセージは、沖縄地域にてＷｉＭＡＸ営業活動及び無線呼出し事業の他に、ＡＤＳＬサービス

を中心としたブロードバンドサービスを展開しております。また、収益機会を拡大するため、ネットワークカメラシ

ステムを開発し、学校を始めとする地方公共団体・法人をターゲットに販売活動に取り組んでおります 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため連結子会社としたものであります。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 (注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、この他業務委託人員及び臨時従業員を（ ）内に外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 (注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、この他業務委託人員及び臨時従業員を（ ）内に外数で記載しております。 

３ ＰＨＳ事業の完全終了による人員削減等により、当中間会計期間にて就業人員18名、業務委託人員及び臨時

従業員27名減少しております。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

 株式会社新総企 
新潟県新潟市 20 駐車場事業  100.0  役員の兼任３名。 

（連結子会社） 

株式会社沖縄テレメッ

セージ （注） 

 沖縄県那覇市 240 
ブロードバンド事

業  
37.5 

当社カスタマーサポ

ートの業務受託。 

資金援助あり。 

  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

ＷｉＭＡＸ事業 62 (20) 

無線呼出し事業  15 (10) 

ＰＨＳ事業 5 (6) 

駐車場等事業  17 (15) 

その他の事業 10 (2) 

合計 109 (53) 

  平成18年９月30日現在

従業員数(名) 82  （36） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 業績の概要 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油高、金利の動向等依然先行き不透明な状況にあるものの、企

業収益の改善を背景とした民間設備投資の増加や雇用の改善、個人消費拡大の進行などにより、全体的に民間需

要を中心に緩やかな回復基調を持続しております。 

通信業界におきましては、「料金の低廉化」や「サービスの多様化」及び「通信速度の高速化」に加え、携帯電

話市場におけるナンバーポータビリティの導入、固定通信市場におけるブロードバンドサービスの拡大などによ

り、競争はより一層激しいものとなっております。このような環境のもと、当社では、ユビキタス時代における

ワイヤレスブロードバンドサービスの実現に向けて、国内で初めてＷｉＭＡＸネットワークを構築し、サービス

を提供しております。 

 また、不採算事業であったＰＨＳ事業について平成18年6月にて完全終了させ、営業固定費の大幅な削減を実現

させるとともに、無線呼出し事業につきましても、平成18年４月より衛星インフラによるサービスを開始し低コ

スト運営を実現しました。 

 当中間連結会計期間は、ＷｉＭＡＸサービスが市場にて初期導入段階であること、またＰＨＳ事業撤退に関す

る将来費用及び無線呼出し事業に関する旧インフラの将来撤去費用を当中間連結会計期間にて全額引当計上した

ため、営業収益827百万円、営業損失3,002百万円、経常損失3,263百万円、中間純損失10,706百万円となりまし

た。 

 なお、当中間連結会計期間は中間連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。（以下「（2）キャッシュフロー・フロー」、「２「仕入実績」」及び「３「営業実績」においても同

じ。） 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（ＷｉＭＡＸ事業） 

当社は、平成17年12月より日本初のＷｉＭＡＸサービスを開始しております。 

当社のＷｉＭＡＸインフラは、280MHzページャと世界最先端技術である次世代世界標準の無線ブロードバンド技

術を基に、世界の最先端技術を使った4.95GHzノマディックＷｉＭＡＸで構成されています。ＷｉＭＡＸは今後Ｉ

Ｔ社会が成熟していくために不可欠な技術であり、ワイヤレスによるインターネット接続の需要が飛躍的に拡大

することが期待されています。 

 また、ＷｉＭＡＸ規格は比較的低コストにて、高速なサービスエリアを広く展開できることから、経済的に有

線ブロードバンドの敷設が困難であった場所や地域（デジタル・デバイド）でもブロードバンド環境を構築・活

用できることが期待されております。 

 総務省北陸総合通信局が実施する無線を使ったブロードバンド通信試験に、当社のＷｉＭＡＸ規格が採用さ

れ、平成18年11月より公開通信試験が行われることとなりました。この試験を通じてサービス拡大の基盤を築

き、ブロードバンド空白地域（デジタル・デバイド）の解消に広く貢献してまいります。 

 また、サービス面及び販売チャネルの拡充を図るため株式会社スパークワンとの業務提携により当社の「Ｂｉ

ｔＳｔａｎｄサービス」とスパークワン社のインターネットＩＰ電話サービス「スパークフォンｆｏｒＰＣサー

ビス」を組み合わせ、「インターネット接続や音声による通信を『いつでも』『どこでも』利用できるサービ

ス」を展開しております。 

 さらに、当社グループは、インターネットが目覚しく普及する中において、第二世代ポータル（これまでの文

字と静的画像に加えて、動画画像、音声を付加したポータル）の勝者が今後のポータル市場を支配すると考え、

「ＷｉＭＡＸ Ｗｅｂ ３Ｄ」サービスを開始いたしました。 

 当中間連結会計期間につきましては、ＷｉＭＡＸサービスが市場にて初期普及段階であるため高収益を確保す

る段階に至っておりませんが、当該サービスに関する関心は非常に高く、現在多数の法人と協議・商談を進めて

おります。 

 当社は、そのような多様なニーズに応えるためにも、まず、ＷｉＭＡＸネットワークを効率的かつ迅速に拡張

させてゆくとともに、平成18年10月に解禁されたＰＬＣとＷｉＭＡＸを活用した屋内外シームレス環境を構築し

今までの事業とは異なった新しいビジネスモデルによって、日本政府が進める「u-Japan政策」を見据えてユビキ

タス社会の創生に貢献してまいります。 

 当中間連結会計期間のＷｉＭＡＸ事業は、営業収益1百万円、営業損失は1,390百万円となりました。 

（無線呼出し事業） 

ページャサービスにおいては、まず平成18年4月より衛星インフラによるサービスを開始し、運用費を削減する

ことが可能となりました。 

  一方、「地域情報配信システム」においては、東京都品川区における防災システム、埼玉県和光市における福



祉情報配信システムに続いて、東京都江東区にて衛星とページャ電波を活用した防災システムとして受注し、

運用を開始していただきました。災害協力隊・学校・公民館などの公共施設、避難所・消防団などへ災害緊急情

報や区からのお知らせ等を受信端末へ配信して、文字と音声で確実な情報伝達が実現でき、大変好評をいただい

ております。 

 この「地域情報配信システム」の最大の特長は、周波数280MHz、出力250Wの電波浸透力と電波到達力を活かし

たシステムであり、地震・水害等の災害が生じた際に寸断のおそれのある地上回線だけでなく、衛星回線も使用

する冗長構成とすることで災害時の情報通信をいっそう確実に行うことが可能という点です。 

 更なる事業の拡張を目的に、アジア太平洋地域における最大規模の衛星通信事業者であるＪＳＡＴ株式会社と

事業提携に向けた協議を開始いたしました。本事業提携の実現にて両社がもつ事業上の強みを相互保有すること

により、営業体制を強化しサービスの全国展開を加速化してまいります。 

 さらに、メータ自動検針化やホームセキュリティの普及など多様な用途で期待されている「センサネットワー

ク（テレメトリ）」の構築にも取り組んでおります。 

「Ｄ－ＦＡＸサービス」につきましても、前期に引き続き新規契約数及びサービス利用数が順調に増加し、収益

に貢献いたしました。 

 当中間連結会計期間の無線呼出し事業は、営業収益284百万円、営業損失457百万円となりました。 

（ＰＨＳ事業） 

ＰＨＳ事業につきましては、平成18年6月にて完全終了し、併せて事業撤退に伴う将来費用を全額引当計上いた

しました。従いまして当連結会計年度下期より、これまで事業継続のために費やした固定費を大幅に削減するこ

とになります。 

 当中間連結会計期間のＰＨＳ事業は、営業収益87百万円、営業損失1,153百万円となりました。 

（駐車場等事業） 

 株式会社新総企にて、駐車場等事業を営んでいる新潟市においては、市街地の一部において、依然駐車場不足

という状況があり、また、平成18年6月1日より施行された駐車違反取締りの民間委託も追い風となり、引き続き

市場の成長が見込まれておりますが、同時に、競業者の増加により供給過多の傾向となりつつあります。 

 その中で、不動産会社、金融機関等のネットワークの強化によりいち早い物件情報の取得、新規顧客開拓獲得

に向けた営業努力を重ねる一方、既存駐車場の更なる収益アップのための販促活動にも注力いたしました。ま

た、新規ビジネスについても、アパート・マンションサブリース業の拡大展開を図っており、駐車場事業と不動

産事業の融合化にも取り組んでおります 

 当中間連結会計期間の駐車場等事業は、営業収益392百万円、営業利益34百万円となりました。 

（その他の事業） 

株式会社沖縄テレメッセージは、沖縄地域にてＷｉＭＡＸ営業活動及び無線呼出し事業の他に、ＡＤＳＬサー

ビスを中心としたブロードバンドサービスを展開しております。また、収益機会を拡大するため、ネットワーク

カメラシステムを開発し、学校を始めとする地方公共団体・法人をターゲットに販売活動に取り組んでおり、早

期の収益獲得が見込まれる段階に至っております。 

 当中間連結会計期間のその他の事業は、営業収益61百万円、営業損失35百万円となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、資金増減額が△5,020百万円と

なり、当中間連結会計期間末には513百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動の結果使用された資金は2,615百万円となりました。これは、税金等調整前

中間純損失が10,694百万円となったものの、基地局撤去引当金繰入、減損損失、投資有価証券評価損等の非現金支

出費用等があったためであります。、 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動の結果使用された資金は、2,279百万円となりました。これは、ＷｉＭＡＸ

基地局建設等のための有形固定資産の取得による支出2,115百万円、無形固定資産の取得233百万円及び貸付けによ

る支出275百万円が主たる要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果使用された資金は125百万円となりました。これは、社債の発行によ

る収入4,710百万円及び、社債の償還による支出4,800百万円が主たる要因であります。 



２【仕入実績】 

 端末機器については、当社グループ独自の仕様により、また一部はメーカー提案仕様により、通信機器メーカーか

ら調達しており、自社製造は行っておりません。なお、端末等調達実績については次のとおりであります。 

 (注) １ 金額は調達価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【営業実績】 

(1) 主なサービスの契約数 

(2) 売上高実績 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＷｉＭＡＸ事業 (千円) 11,906 ― 

ＰＨＳ事業  (千円) 551,908 ― 

駐車場等事業 (千円) 12,004 ― 

その他の事業 (千円) 1,100 ― 

合計（千円） 576,918 ― 

区分 
当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

前年同期比（％） 

ＷｉＭＡＸサービス          (千件) 0 ― 

無線呼出しサービス          (千件) 144 ― 

区分 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ＷｉＭＡＸ事業 (千円) 1,035 ― 

無線呼出し事業   (千円)  284,785 ― 

ＰＨＳ事業  (千円) 87,205 ― 

駐車場等事業 (千円) 392,974 ― 

その他の事業 (千円) 61,922 ― 

合計（千円） 827,925 ― 



４【対処すべき課題】 

  当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題は、以下のとおりであります。 

 平成14年にＰＨＳ事業及び無線呼出し事業を低廉な価格で承継して以来、運用コストの削減を行いつつ、承継イン

フラを活用して、ユビキタス時代に適応したワイヤレスブロードバンドネットワークの確立を目指してまいりまし

た。その結果、平成17年12月より日本で初めてＷｉＭＡＸサービスを開始いたしました。 

今後は、このＷｉＭＡＸ事業と無線呼出し事業を拡張し、収益を拡大させることにより、会社全体の業績の向上及び

企業価値の増大へ繋げてまいります。 

今後、当社の成長戦略を推進するために、具体的に以下の方針に基づき、より一層の経営基盤の強化と改革を促進し

てまいります。 

 ① 収益性の改善及び事業構造の抜本的改革 

 １．ＷｉＭＡＸサービスを早期に拡大するため、ネットワークについては、基地局を主要地域から効率的に設置展

開するとともに、他事業者とのローミングを活用し、低コストかつ早期なインフラ基盤を構築してまいります。サー

ビス展開については、デジタル・デバイド対応や、ＰＬＣとの融合による屋内外シームレス化、ＶｏＩＰ、Ｗｅｂ ３

Ｄの活用により、当社独自のサービスを展開し、高収益化を図ってまいります。 

 ２．無線呼出し事業については、実質国内唯一の無線呼出し事業者として衛星化によるサービスを展開するととも

に、公共性の高いサービスである「地域情報配信システム」を加速的に全国展開してまいります。 

 ３．以上を迅速に実現するため、成長事業への経営資源の集中ならびに営業を主体とした経営組織への改編を行

い、経営組織の機動性・迅速性・効率性を追求してまいります。 

 ② 資本構成の再編 

 当社は電気通信事業者として、ＷｉＭＡＸ市場の先陣を切り、東名阪エリア中心に展開させることにより、日本に

おけるＷｉＭＡＸサービス普及の推進を担ってまいりました。そのために必要な資金の調達を順次適切におこなうと

ともに、資本を適正規模に修正してまいりました。 

今後も引続きエクイティファイナンスによる資本増強を行い資本の適正化を図るとともに、調達資金を有効活用し営

業キャッシュ・フローの拡大に繋げ、株式価値の増大に努めてまいります。 

 ③ コンプライアンス体制の充実 

当社は、コンプライアンスの遵守を徹底し、経営の健全性及び透明性を高めるべく組織体制を構築することを最重要

施策の一つと位置付けております。 

また、平成18年5月15日開催の取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決議し、取締役及び

従業員が経営上の重要課題を認識し、事業活動の継続的成長を期するため、内部統制に関する体制の整備、構築を引

き続き行ってまいります。 

５【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約はありません。 



６【研究開発活動】 

当社グループは、「楽しいユビキタス社会の創生に貢献する」という企業ビジョン、及びサービスポリシーである

「安心・安全・信頼」の提供のもと、ワイヤレスブロードバンドにおいて、その社会的ニーズに高い次元で応えるべ

く、ＷｉＭＡＸ規格によるブロードバンドサービスを機軸とする関連する各分野にわたり、下記活動を通じて事業化

に向けた研究開発活動を行っております。 

当中間連結会計期間における研究開発費の額は、44,309千円であります。 

 （1）ＷｉＭＡＸ事業 

  総務省北陸総合通信局が石川県小松市において実施する無線を使ったブロードバンド通信試験に、ＷｉＭＡＸ

規格が採用され、中山間地域にて通信試験が行われます。この試験では町内の小学校、森林組合の２箇所に基地

局と民家など４０箇所にＷｉＭＡＸ無線で結ばれるアクセスポイントを設置、一人暮らしの老人宅にカメラを置

いて家族らに映像を送るほか、通学路の要所にも防犯カメラを設置、教職員が児童の登下校をライブ映像でチェ

ックします。また増水など防災映像を送信する計画も進められています。 

  また、ＷｉＭＡＸサービスの多様性を追求するため、インターネットビジネスの中核でもあるポータルビジネ

スにも着手しました。特に第二世代ポータル（文字と静的画像中心の第一世代ポータルに、動的画像と音声を付

加したもの）の勝者が今後の長期にわたるポータル市場を支配すると考え、「ＷｉＭＡＸ Ｗｅｂ ３Ｄ」を準備

し、展開することとなりました。Ｗｅｂ ３Ｄ技法を使ったポータルの市場展開により、従来のカタログ、広告、

さらにネットオークション、ショッピングモールのあり方が変化すると考えられ、当社グループも積極的に事業

者向けに販売展開してまいります。 

 （2）無線呼出し事業 

  280MHz帯電波の特徴を活かした「地域情報配信システム」は、多数の自治体様を中心に依然高い評価をいただ

いております。東京都品川区（防災情報配信）、埼玉県和光市（福祉情報配信）に続き、東京都江東区にて衛星

とポケットベルの電波を活用した防災システムの運用を開始いただきました。当社のシステムの最大の特長は、

周波数280ＭＨｚ、出力250Ｗの電波浸透力と電波到達力を活かしたシステムであり、地震・水害等の災害が生じ

た際に寸断のおそれのある地上回線だけでなく、衛星回線も使用することで災害時の情報通信をより確実に行う

ことができます。益々評価が上昇している当システムに対する全国多数の自治体様からの引き合いに早急に応え

るべく、平成18年4月に衛星通信インフラへの切替が完了し、現在提供している１都３県（東京、神奈川、埼玉、

千葉）エリアのサービスから全国をエリアとするサービス展開が可能となったことにより、今後の「地域情報配

信システム」の全国展開を大きく加速させてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 （1）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

 （2）重要な設備の除却等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等は、次のとおりであります。 

   （注）上記に係り発生が見込まれる撤去工事費用（ＰＨＳ基地局等3,534百万円、ページャ基地局等454

百万円）について当中間連結会計年度において、基地局撤去引当金を計上しております。 

  

会社名 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

除却予定
帳簿価額 

 (百万円) 

除却等の予
定年月日 

除却等による減少
能力 

提出会社 ＰＨＳ事業 
ＰＨＳ基地局等

（注） 
0 時期未定 

サービス終了済事

業に係る設備のた

め影響なし 

提出会社 無線呼出し事業 
ページャ基地局等

（注） 
0 時期未定 

新インフラに更改

済のため影響なし 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 平成18年７月６日取締役会決議 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 5,500,000 

計 5,500,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 1,550,071.31 2,194,127.31 
ジャスダック 

証券取引所 
― 

計 1,550,071.31 2,194,127.31 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数（個）  426 299  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

 行使請求に係る本社債の

発行価額の総額を行使価額

で除した数 

同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 本社債の発行価額(注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月24日 

至 平成20年７月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
(注)２ 同左 

新株予約権の行使の条件 
 各本新株予約権の一部行

使はできないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本社債は本新株予約権を

分離して譲渡することはで

きない。 

同左 

新株予約権付社債の残高（百万円） 4,260 2,990  

代用払込みに関する事項 － － 



 (注)１ 発行価額（以下、「行使価額」という。）については当初8,500円とし、以後以下のとおり修正する。 

  行使請求期間の開始日以後、毎月第1金曜日および第3金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以

降、行使価額は、決定日まで（当日を含む。）の5連続取引日（ただし、取引日は株式会社ジャスダック証券

取引所における当社普通株式の普通取引に係る売買高加重平均価格（以下「ＶＷＡＰ」という。）が算出さ

れない日を含まない。決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの5連続取引日とする。以

下「時価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日

のＶＷＡＰの平均値の92%に相当する金額（円位未満小数第1位まで算出し、その小数第1位を切上げる。以下

「修正後行使価額」という。）が直前の行使価額を下回った場合に修正後行使価額に修正される。なお、時

価算定期間内に、下記で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正後行使価額は、本要項に従い当

社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後行使価額が当初行使価額の50％に

相当する金額（円位未満小数第1位まで算出し、その小数第1位を切り上げる。以下「下限行使価額」とい

う。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。 

  （行使価額の調整） 

 行使価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通

株式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換え

に当社に取得される証券もしくは転換できる証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除

く。）には、次に定める算式により調整される。 

 また、行使価額は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回る価額をもって当社普通株式の取

得を当社に対して請求できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付

社債を発行または処分する場合等にも適宜調整される。 

２ 本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の資本組入額は、行使価額に0.5を乗じた金額とし、計

算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(注) １ 新株予約権の行使による増加であります。 

 ２  平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が270,056

株、資本金が635,223千円、資本準備金が634,776千円増加いたしました。 

 ３  平成18年11月10日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が374,000株、資本金が

814,198千円、資本準備金が814,198千円増加いたしました。 

        
既発行
株式数 

＋
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日

（注） 

151,720 1,550,071.31 570,069 14,877,517 569,930 16,158,535 



(4）【大株主の状況】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

髙取 直 東京都世田谷区 282,668.69 18.24 

バークレイズバンクピーエルシーバーク

レイズキャピタルセキュリティーズエス

ビーエル/ピービーアカウント（常任代理

人 スタンダードチャータード銀行） 

（東京都千代田区永田町２丁目11-1 

山王パークタワー21階） 

  

18,900 1.22 

エイチエスビーシーバンクピーエルシー

クライアンツノンタツクストリーテイ

（常任代理人 香港上海銀行 東京支

店） 

（東京都中央区日本橋３丁目11-1） 18,000 1.16 

株式会社インターネット総合研究所  東京都新宿区西新宿１丁目26－２  15,643 1.01 

大阪証券金融株式会社(業務口)  大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６  15,446 1.00 

バンクプリベエドモンドデロスチャイル

ドヨーロッパ（常任代理人 香港上海銀

行東京支店）  

（東京都中央区日本橋３丁目11-1）  14,000 0.90 

株式会社ジャレコ・ホールディング 東京都港区六本木１丁目9-9 13,605 0.88 

荻野 明夫 埼玉県羽生市 13,100 0.85 

田伏 靭夫 新潟県新潟市 9,000 0.58 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリテ

ィーズ（ジャパン）リミテッド 

東京都千代田区大手町１丁目7-2 東京

サンケイビル 
8,256 0.53 

計 ― 408,619.69 26.36 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,451株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6,451個が含まれておりません。 

２ 「端株」欄には、自己株式が0.62株含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における金額であります。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     44 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,550,026 1,543,575 ― 

端株 普通株式    1.31 ― ― 

発行済株式総数 1,550,071.31 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,543,575 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

株式会社ＹＯＺＡＮ 
東京都千代田区神

田美土代町７番地 
44 ― 44 0.0 

計 ― 44 ― 44 0.0 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 20,650 15,700 13,800 10,200 8,700 6,810 

最低（円） 13,150 7,690 6,320 6,310 6,540 4,800 



３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

(2) 退任役員 

(3) 役職の異動 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 経営戦略室長 鳥井洋一  平成18年11月17日  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役事業推進サポート

本部長兼技術管理部長  

取締役ＷｉＭＡＸ設計担

当 
中村 勉  平成18年12月９日  

取締役事業企画部長 
取締役ネットワーク企画

部長  
天内 等  平成18年７月11日  



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）及び「電気通信事業会計規則」（昭和60年郵政省令26号）に基

づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)及び「電気通信事業会計規則」（昭和60年郵政省令26号）に基づいて

作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

は、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間会計期間            新日本監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 太陽ＡＳＧ監査法人 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

区分 注記番号 金額(千円) 構成比（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 固定資産     

Ａ 電気通信事業固定資産     

(1) 有形固定資産 ※１    

１ 機械設備   829,084  

２ 建物   251,264  

３ 工具、器具及び備品   568,328  

４ 土地   284,000  

５ 建設仮勘定   3,091,545  

６ その他の有形固定資産   34,225  

有形固定資産合計   5,058,448 44.5 

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア   321,025  

２ その他の無形固定資産   107  

無形固定資産合計   321,132 2.8 

電気通信事業固定資産合計   5,379,580 47.3 

Ｂ 附帯事業固定資産     

１ 有形固定資産 ※１,２  1,713,756  

２ 無形固定資産     

   (1) のれん   231,286  

   (2) その他   28,718  

附帯事業固定資産合計   1,973,761 17.3 

Ｃ 投資その他の資産     

１ 投資有価証券   1,604,200  

２ その他の資産   633,502  

 貸倒引当金   △6,604  

投資その他の資産合計   2,231,099 19.6 

固定資産合計   9,584,441 84.2 

Ⅱ 流動資産     

１ 現金及び預金   516,865  

２ 売掛金   100,027  

３ たな卸資産   265,533  

４ 前渡金   417,542  

５ 未収消費税等   314,192  

６ その他の流動資産   187,981  

貸倒引当金   △6,475  

流動資産合計   1,795,668 15.8 

資産合計   11,380,109 100.0 

 



  

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

区分 注記番号 金額(千円) 構成比（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 固定負債     

１ 転換社債型 

新株予約権付社債   4,260,000  

２ 長期借入金 ※２  823,401  

３ 退職給付引当金   19,960  

４ 基地局撤去引当金   3,988,200  

５ その他の固定負債   121,997  

固定負債合計   9,213,558 80.9 

Ⅱ 流動負債     

１ 買掛金   385,941  

２ 未払金   539,145  

３ 賞与引当金   7,460  

４ その他の流動負債 ※２  178,613  

流動負債合計   1,111,159 9.8 

負債合計   10,324,718 90.7 

     

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   14,877,517 130.7 

２ 資本剰余金   16,158,535 142.0 

３ 利益剰余金   △30,216,562 △265.5 

４ 自己株式   △3,709 0.0 

株主資本合計   815,781 7.2 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   △2,199  

評価・換算差額等合計   △2,199 0.0 

Ⅲ 少数株主持分   241,810 2.1 

純資産合計   1,055,391 9.3 

負債純資産合計   11,380,109 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 

  

注記 
番号 

金額（千円）

  

百分比 
（％） 

経常損益の部     

（営業損益の部）     

Ⅰ 電気通信事業営業損益     

(1) 営業収益   351,448 42.4 

(2) 営業費用 ※１    

１ 営業費  377,304   

２ 施設保全費  935,158   

３ 管理費  706,201   

４ 試験研究費  43,330   

５ 減価償却費  314,913   

６ 固定資産除却費  119,187   

７ 通信設備使用料  243,432   

８ 租税公課  141,233 2,880,760 347.9 

電気通信事業営業損失   2,529,312 △305.5 

Ⅱ 附帯事業営業損益     

(1) 営業収益   476,477 57.6 

(2) 営業費用 ※１  949,864 114.7 

附帯事業営業損失   473,387 △57.1 

営業損失   3,002,699 △362.6 

（営業外損益の部）     

Ⅲ 営業外収益     

１ 受取利息  2,821   

２ 受取配当金  1,304   

３ 設備賃貸収入  14,302   

４ 役員保険返戻金  8,730   

５ 負ののれん償却額  1,756   

６ その他  11,193 40,109 4.8 

Ⅳ 営業外費用     

１ 支払利息  8,883   

２ 社債発行費  289,166   

３ その他  2,641 300,691 36.3 

経常損失   3,263,281 △394.1 

 



（注）１ 百分比は、電気通信事業営業収益と附帯事業営業収益の合計を100％として算出しております。 

２ 営業費用勘定の各科目の内容は次のとおりであります。 

(1) 営業費とは、電気通信役務の提供に関する申込の受理、電気通信役務の料金の収納及び電気通信役務の

販売活動ならびに、これらに関連する業務により直接発生する費用であります。 

(2) 施設保全費とは、電気通信設備の保全のために直接発生する費用であります。 

(3) 管理費とは、本社等管理部門において発生する費用であります。 

(4) 試験研究費とは、研究開発部門において発生する費用であります。 

(5) 通信設備使用料とは、他の電気通信事業者に対してその設備を使用する対価として支払う費用でありま

す。 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

区分 

  

注記 
番号 

金額（千円）

  

百分比 
（％） 

特別損益の部     

Ⅰ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※２ 52,287   

２ 投資有価証券売却益  17,505   

３ その他特別利益  658 70,450 8.5 

Ⅱ 特別損失     

１ 投資有価証券売却損  599,501   

２ 基地局撤去引当金繰入 ※３ 3,988,200   

３ 投資有価証券評価損  1,373,967   

４ ＰＨＳ事業撤退損失 ※４ 604,689   

５ 減損損失 ※５ 836,967   

６ その他特別損失  98,502 7,501,829 906.1 

税金等調整前中間純損失   10,694,660 △1,291.7 

法人税、住民税 

及び事業税  23,214   

法人税等調整額  13,563 36,778 4.4 

少数株主損失   25,298 3.3 

中間純損失   10,706,139 △1,293.1 



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

14,307,447 15,588,604 △19,510,422 △3,709 10,381,920 （千円） 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 570,069 569,930   1,140,000 

中間純損失   △10,706,139  △10,706,139 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間

中の変動額（純額）      

中間連結会計期間中の変動額合計 

570,069 569,930 △10,706,139 - △9,566,139 （千円） 

平成18年９月30日 残高 

14,877,517 16,158,535 △30,216,562 △3,709    815,781 （千円） 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 

その他有価証券評

価差額金 

平成18年３月31日 残高 

△200,593 - 10,181,327 （千円） 

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行   1,140,000 

中間純損失   △10,706,139 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の変動

額（純額）  198,393 241,810 440,203 

中間連結会計期間中の変動額合計 

198,393 241,810 △9,125,935 （千円） 

平成18年９月30日 残高 

△2,199 241,810 1,055,391 （千円） 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

区分 

注記 

番号 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失  △10,694,660 

減価償却費  378,282 

減損損失  836,967 

のれん償却額  7,687 

負ののれん償却額  △1,756 

貸倒引当金の増加額  211 

賞与引当金の増加額  7,460 

退職給付引当金の増加額  4,420 

受取利息及び受取配当金  △4,126 

支払利息  8,883 

固定資産売却益  △52,287 

固定資産除却損  34,090 

契約解除金  17,254 

基地局撤去引当金繰入  3,988,200 

施設移転費  6,013 

基地局撤去費用  39,557 

投資有価証券売却益  △17,505 

投資有価証券売却損  599,501 

投資有価証券評価損  1,373,967 

設備賃貸料収入  △14,302 

役員保険返戻金  △8,730 

社債発行費  289,166 

売上債権の減少額  129,766 

未収入金の減少額  118,692 

たな卸資産の増加額  △161,311 

前渡金の減少額  158,596 

前払費用の減少額  346,769 

仕入債務の増加額  367,474 

未払金の減少額  △233,551 

ＰＨＳ事業撤退損失  604,689 

その他  △46,584 

小計  △1,917,162 

利息及び配当金の受取額  3,550 

利息の支払額  △8,883 

保険金の受取額  8,730 

基地局撤去等に係る支払額  △688,245 

法人税等の支払額  △13,583 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,615,593 

 



    

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

区分 

注記 

番号 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △2,115,127 

有形固定資産の売却による収入  1,147 

無形固定資産の取得による支出  △233,273 

無形固定資産の売却による収入  51,140 

投資有価証券の取得による支出  △259,681 

投資有価証券の売却による収入  353,944 

貸付けによる支出  △275,000 

貸付金の回収による収入  314,068 

敷金保証金の差入による支出  △103,111 

敷金保証金の返還による収入  72,669 

設備賃貸料の受取額  14,302 

その他  △100,762 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,279,684 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出  △36,444 

社債の発行による収入  4,710,834 

社債の償還による支出  △4,800,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △125,610 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △5,020,888 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  5,201,374 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  333,177 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 513,662 
 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当社グループは当中間連結会計期間において、ＷｉＭＡＸ事業を推進させるべく、ネットワークの敷設及びデジタ

ル・デバイドを中心に営業活動を行ってまいりました。また、無線呼出し事業については、衛星インフラによるサービ

スを開始し低コスト運営をさせるとともに地域情報配信システムの積極的な営業活動を行い、さらにＰＨＳ事業につい

ては、平成18年6月にて事業を完全終了させることにより営業固定費を削減することが出来ました。しかし、ＷｉＭＡ

Ｘサービスが市場にて初期普及段階であるため高収益を確保する段階に至らず、またＰＨＳ撤退に関する将来費用及び

無線呼出し事業に関する旧インフラの将来撤去費用を当中間連結会計期間にて全額引当計上したため、売上高は827百

万円、営業損失は3,002百万円となり、中間純損失は10,706百万円となっております。また、当中間連結会計期間にお

いて営業キャッシュ・フローはマイナス2,615百万円となっております。 

当該状況により、当社グループには、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく、平成17年12月より国内で初めてサービスを開始しているＷｉＭＡＸサービ

スについて、引き続き、順次通信網を拡大させ、収益源の多様化と事業利益の拡大を図ってまいります。ＷｉＭＡＸは

今後ＩＴ社会が成熟していくために不可欠な技術であり、ワイヤレスによるインターネット接続の可能性が飛躍的に拡

大することが期待されています。 

当社グループは、まずＷｉＭＡＸをデジタル・デバイド解消施策として活用するため、北陸総合通信局における無線

ブロードバンド実験に採用され、実験を開始いたしました。当社はＷｉＭＡＸを活用した本実験を足がかりとし、Ｗｉ

ＭＡＸによる全国的なデジタル・デバイド解消施策を展開してまいります。 

また、他社との提携により、ＷｉＭＡＸとＩＰ電話を組み合わせたサービス、ＷｉＭＡＸ Ｗｅｂ ３Ｄサービス等を

開始したことを皮切りに、ＰＬＣとの融合による屋内外シームレス化を実現させ、多種多様なサービスを市場投入いた

します。ネットワークについては、平成18年11月にソフトバンクモバイル株式会社との通信インフラの早期構築と基地

局ファシリティの共同利用に関する合意を始めとして、基地局を主要部より効率的に敷設するとともに、他通信事業者

とのローミングを活用し、早期のネットワーク拡充を図ってまいります。無線呼出し事業ではインフラの全面衛星化に

よる更新が完了したことにより、運営費の削減に併せて自治体への積極的な営業展開により黒字化を確実なものといた

します。また平成18年10月にＪＳＡＴ株式会社と地域情報配信システムの全国展開に関する事業提携について基本合意

を締結したことにより、より一層営業体制を強化してまいります。 

コスト削減施策については、まずＰＨＳ事業を平成18年6月にて完全終了したことにより今後固定費の圧縮が実現す

るとともに、当中間連結会計期間にて、ＰＨＳ事業の将来撤退費用及び無線呼出し事業の旧インフラの将来撤去費用を

全額見積もり計上しております。 

また、以上の施策を確実に達成するため、経営組織の改編を行い、更なる機動性・迅速性・効率性を追求してまいり

ます。 

財務政策については、ＷｉＭＡＸ事業の早期のネットワーク構築及びその他事業の拡充を図るための資金を確保する

ことが必要であり、平成18年11月に実施した第三者割当増資１６億円の調達に引続き、今後もエクイティファイナンス

を主とした資本の増強及び資金収支を改善する計画であります。 

中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には

反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 当中間連結会計期間 

 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

１.連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 2社 

主要な連結子会社名 

株式会社新総企 株式会社沖縄テレメッセージ 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

株式会社ＷｉＭＡＸソリューションズ 

株式会社ＹＯＺＡＮスカイキャストコミュニケーションズ 

アイエンコム株式会社 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益(持分

に見合う額)、及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に大きな影響を及ぼしていないためであります。 

２.持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用していない非連結子会社 

株式会社ＷｉＭＡＸソリューションズ 

株式会社ＹＯＺＡＮスカイキャストコミュニケーションズ 

アイエンコム株式会社 

(2)持分法を適用していない関連会社 

   Ｎｕｖｏｉｚ,Inc 

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、小規模であ

り、中間純損益(持分に見合う額)、及び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも中間連結財務諸表に大きな影響を及ぼしていない

ためであります。 

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項  連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

４.会計処理基準に関する事項  (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日に市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

移動平均法による原価法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を 

除く）については、定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

機械設備 ６～９年 

建物 15～40年 

工具、器具及び備品 ５年 

    また、取得価額が10万円以上、20万円未満の資産については 

３年間で均等償却する方法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における 

見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。 

③長期前払費用 

定額法 

 



項目 当中間連結会計期間 

 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成18年９月30日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

② 賞与引当金 

連結子会社は、従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当中間連結会

計期間の負担額を計上しております。 

 

③ 退職給付引当金 

連結子会社は、従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 

④ 役員退職慰労引当金 

連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備

えるため、社内規定に基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上しております。 

 

⑤ 基地局撤去引当金 

全サービスを完全終了しているＰＨＳ事業に

係る基地局、及び新インフラによるサービス

開始により不要となった無線呼出し事業に係

る基地局等について、今後発生が見込まれる

撤去工事費用について合理的に見積られる金

額を計上しております。 

 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 

 (5）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事

項 

消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。  



追加情報 

 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準の適用について 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、813,581千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。  



注記事項 

当中間連結財務諸表における科目分類は、当社が「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38

年大蔵省令第59号）第２条に規定する別記11の電気通信業であるため、「電気通信事業会計規則」（昭和60年郵政省

令第26号）第５条における科目分類に準拠しております。 



（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、2,475,257千円であります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に提供している資産は、次のとおりであります。 

 

 建物 88,970千円

 土地  503,973千円

 計  592,943千円

担保付債務は、次のとおりであります。 

 

     一年以内返済  

予定長期借入金 
24,306千円

  長期借入金  450,279千円

  計 474,585千円



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 当中間連結会計期間における営業費用に含まれる研究開発費の総額は44,309千円であります。 

※２ 固定資産売却益はＰＨＳ事業完全終了により、不要となった施設利用権（通信回線）の売却等に伴うものであり

ます。 

※３ 基地局撤去引当金繰入は、当中間連結会計期間にて事業を完全終了しているＰＨＳ事業に関する基地局、及び新

インフラによるサービス開始により不要となった無線呼出し事業に係る基地局等について、今後発生が見込まれ

る撤去工事費用についての見積額であります。 

※４ ＰＨＳ事業撤退損失は、ＰＨＳ事業終了後に発生した整理費用であります。 

※５ 当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

東京都豊島区他  遊休資産 

工具、器具及び備品、

ソフトウェア、長期前

払費用等  

836,967

 当社は、単独でキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって事業のグループ化を行い、減損会計を適

用しております。なお、電気通信事業では、通信ネットワーク全体でキャッシュ・フローを生成していること

から、事業の種類別毎に１つの資産グループとしております。 

        その他に、遊休資産については、個別資産ごとに減損の兆候を判定しております。 

その結果、遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。これらの減少額を減損損失

(836,967千円)として特別損失に計上しております。 

その内訳は、遊休資産836,967千円(内、機械設備2,060千円、工具、器具及び備品45,331千円及びソフトウェ

ア504,478千円、長期前払費用285,044千円、その他52千円)、であります。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額(処分見込価額から処分見込費用を控除した金額)により測定しておりま

す。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式 
    

普通株式（注） 1,398,351.31 151,720 － 1,550,071.31 

合計 1,398,351.31 151,720 － 1,550,071.31 

自己株式 
    

普通株式 44.62 － － 44.62 

合計 44.62 － － 44.62 

（注）普通株式の増加数は、第四回無担保転換社債型新株予約権付社債の行使による増加31,130株及び2009年7月満

期円建無担保転換社債型新株予約権付社債の行使による増加120,590株によるものであります。 

 

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 3.配当に関する事項 

   該当事項はありません。 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日)

  現金及び預金勘定 516,865千円

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 3,202千円

  現金及び現金同等物 513,662千円

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  

取得価額相

当額 

（千円） 

減価償却累

計額相当額 

（千円） 

中間期末残

高相当額 

（千円） 

工具器具

及び備品 
74,778 43,376 31,402

合計 74,778 43,376 31,402

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 13,656千円

１年超 21,322千円

合計 34,979千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 7,452千円

減価償却費相当額 8,406千円

支払利息相当額 451千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。  



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

区分 取得原価(千円) 

中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 差額(千円) 

株式  1,052,364 1,057,018 4,653 

その他 20,865 20,897 32 

計 1,073,229 1,077,916 4,686 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

子会社株式及び関連会社株式 514,742 

その他有価証券   

非上場株式 11,542 

計 526,284 



（デリバティブ取引関係） 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 当中間会計期間においてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  該当事項はありません 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、サービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要なサービス 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

ＷｉＭＡＸ

事業  

（千円） 

無線呼出

し事業 
ＰＨＳ事業

（千円） 

駐車場

等事業

（千

円） 

その他の

事業 計（千円） 

消去又は

全社 
連結 

（千円） 

（千円） （千円） （千円） 

売上高         

(1）外部顧客に対する売上

高 1,035 284,785 87,205 392,974 61,922 827,925 － 827,925

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 － － － － 11,518 11,518 △11,518 －

  計 1,035 284,785 87,205 392,974 73,441 839,444 △11,518 827,925

営業費用 1,391,843 741,960 1,240,615 358,580 109,145 3,842,143 △11,518 3,830,624

営業利益     

（又は営業損失） △1,390,807 △457,174 △1,153,409 34,394 △35,703 △3,002,699 － △3,002,699

事業区分 主要サービス 

ＷｉＭＡＸ事業 ＷｉＭＡＸダイレクト、ＢｉｔＳｔａｎｄ 

無線呼出し事業 地域情報配信システム、ポケットベル、Ｄ-ＦＡＸ 

ＰＨＳ事業 パーソナルセキュリティシステム、テレメトリング 

駐車場等事業 駐車場運営、不動産賃貸 

その他の事業 ＡＤＳＬ等ブロードバンド、通信設備工事 



（１株当たり情報） 

 (注) １株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

１株当たり純資産額        524 円 88 銭 

１株当たり中間純損失金額    7,495 円 76 銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失が計上されているため記載してお

りません。 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

１株当たり中間純損失金額  

中間純損失（千円） 10,706,139 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純損失（千円） 10,706,139 

期中平均株式数（株） 1,428,292 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

円建無担保転換社債型新株予約権付社債 

（券面総額5,000百万円） 

 なお、概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

１．当社グループは、ＷｉＭＡＸインフラ整備のため具体的計画に基づく投資資金の調達を目的として、平成18年11月

10日にＡＭＵ投資事業有限責任組合１号引受による第三者割当による新株式を発行し、1,628,396千円の資金調達

を行いました。 

資本金増加額                        814,198千円 

資本準備金増加額                    814,198千円 

増加した株式の種類及び数   普通株式 374,000株 

新株の配当起算日               平成18年10月１日 

２．当社グループは、平成18年12月13日開催の当社取締役会において、平成18年12月28日を払込期日とする海外市場

（香港）における募集を行う2009年12月満期円建転換社債型新株予約権付社債の発行を決議しました。その概要は

次のとおりであります。 

 １．発行総額 2,000,000,000円 

 ２．発行価格 社債額面金額の100％ （社債額面金額10,000,000円） 

 ３．払込期日 平成18年12月28日 

 ４．償還期限 平成21年12月28日に社債額面金額の100％で償還 

 ５．利率   本社債には、利息を付さない 

 ６．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 (1）種類 当社普通株式 

 (2）数  本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普

通株式を移転（以下、当社普通株式の発行又は移転を、当社普通株式の「交付」という。）する数は、行使請

求に係る本社債の発行価額の総額を下記８記載の行使価額で除して得られる最大整数とする。 

 ７．本新株予約権の総数 200個 

 ８．本新株予約権に関する事項 

 (1）行使価額 

 本新株予約権の行使により当社が当社株式を交付する場合における株式１株あたりの出資される価額（以下、

「行使価額」という。）については当初2,579円とし、以後以下のとおり修正する。 

行使請求期間の開始日以後、毎月第１、第３および第５金曜日を含む暦月について適用ある場合には、第5の金曜

日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、行使価額は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（た

だし、取引日は株式会社ジャスダック証券取引所における提出会社普通株式の普通取引に係る売買高加重平均価

格（以下「ＶＷＡＰ」という。）が算出されない日を含まない。決定日が取引日でない場合には、決定日の直前

の取引日までの3連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所におけ

る提出会社普通株式の普通取引の毎日のＶＷＡＰの平均値の90%に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切上げる。以下「修正後行使価額」という。）が直前の行使価額を下回った場合に修正後

行使価額に修正される。なお、時価算定期間内に、下記で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正後

行使価額は、本要項に従い提出会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後行使

価額が当初行使価額の50％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以

下「下限行使価額」という。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。 

 (2）行使価額の調整 

 行使価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株

式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当

社に取得される証券もしくは転換できる証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、

次に定める算式により調整される。 

 ９．本新株予約権の行使期間 平成18年12月29日から平成21年12月28日まで。 

 10．本新株予約権の行使の条件  新株予約権の一部行使はできないものとする。 

 11．資金の使途 設備投資資金に充当。 

        
既発行
株式数 

＋
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

３．当社グループは、平成18年12月13日開催の当社取締役会において、海外市場（香港）における募集を行う2009年12

月28日期限新株予約権の発行を決議しました。その概要は次のとおりであります。 

 １．発行数 200個 

 ２．発行価格 100,000円 

 ３．発行価額の総額 20,000,000円 

 ４．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 (1）種類 当社普通株式 

 (2）数  本新株予約権を行使すること（以下「行使」という。）により当社が当社普通株式を新たに発行または

これに代えて当社の有する本株式を移転（以下本株式の発行または移転を「交付」という。）する数は、本新

株予約権の行使価額を下記５記載の行使価額で除して得られる最大整数とする。 

 ５．行使価額 

  本新株予約権の行使により当社が当社株式を交付する場合における株式１株あたりの出資される価額（以下、

「行使価額」という。）については当初2,579円とし、以後以下のとおり修正する 

行使請求期間の開始日以後、毎月第１、第３および第５金曜日を含む暦月について適用ある場合には、第5の金曜

日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、行使価額は、決定日まで（当日を含む。）の３連続取引日（た

だし、取引日は株式会社ジャスダック証券取引所における提出会社普通株式の普通取引に係る売買高加重平均価

格（以下「ＶＷＡＰ」という。）が算出されない日を含まない。決定日が取引日でない場合には、決定日の直前

の取引日までの3連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）の株式会社ジャスダック証券取引所におけ

る提出会社普通株式の普通取引の毎日のＶＷＡＰの平均値の90%に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切上げる。以下「修正後行使価額」という。）が直前の行使価額を下回った場合に修正後

行使価額に修正される。なお、時価算定期間内に、下記６で定める行使価額の調整事由が生じた場合には、修正

後行使価額は、本要項に従い提出会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、修正後行

使価額が当初行使価額の50％に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。

以下「下限行使価額」という。）を下回る場合には、修正後行使価額は下限行使価額とする。 

 ６．行使価額の調整 

 行使価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株

式を新たに発行しまたは当社の有する当社普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式の交付と引換えに当

社に取得される証券もしくは転換できる証券もしくは当社に対して取得を請求できる証券または当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）には、

次に定める算式により調整される。 

 ７．本新株予約権の行使期間 平成18年12月28日から平成22年12月28日まで。 

 ８．本新株予約権の行使の条件 本新株予約権は当社の事前の承諾なしに行使されることができない。 

 ９．行使に際して出資される財産の総額 2,000,000,000円 

 10．資金の使途 設備投資資金に充当。 

        
既発行
株式数 

＋
新発行・処分株式数 × １株当たりの発行・処分価額

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
時価

既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）          

Ⅰ 固定資産          

Ａ 電気通信事業固定
資産 

         

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 機械設備   434,944   829,084 390,641   

２ 空中線設備   46,247   33,789 18   

３ 土木設備   0   ― 0   

４ 建物   176,139   251,264 147,006   

５ 構築物   29   0 0   

６ 車両   1,498   435 662   

７ 工具、器具及び
備品 

  118,072   568,328 200,157   

８ 土地   284,000   284,000 284,000   

９ 建設仮勘定   1,286,992   3,091,545 2,230,748   

有形固定資産合計    2,347,925 12.6 5,058,448 50.4   3,253,233 20.1

(2) 無形固定資産          

１ 施設利用権   1,726   0 0   

２ ソフトウェア   221,943   321,025 686,070   

３ 商標権   0   0 0   

４ その他の無形固
定資産 

  3,720   107 0   

無形固定資産合計    227,390 1.2 321,132 3.2   686,070 4.2

電気通信事業固定
資産合計 

   2,575,315 13.8 5,379,580 53.6   3,939,304 24.3

Ｂ 投資その他の資産          

１ 投資有価証券    634,702 1,052,467   2,783,237 

２ 関係会社株式    1,644 1,285,564   1,118,726 

３ 関係会社社債    ― 250,000   250,000 

４ 出資金    50 50   50 

５ 長期貸付金    3,400 253,400   3,400 

６ 長期前払費用    328 105,747   325,701 

７ 敷金保証金    257,021 228,408   198,074 

８ その他の投資及
びその他の資産 

   7,832 9,380   9,349 

投資その他の資産
合計 

   904,978 4.8 3,185,017 31.8   4,688,539 29.0

固定資産合計    3,480,294 18.6 8,564,598 85.4   8,627,843 53.3

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 流動資産         

１ 現金及び預金   10,782,083   262,524 5,201,374   

２ 売掛金   200,668   74,279 201,789   

３ 未収入金   23,706   30,392 148,655   

４ 有価証券   3,000,000   ― ―   

５ 貯蔵品   230,052   262,248 100,461   

６ 前渡金   212,100   417,542 576,138   

７ 前払費用   648,342   73,343 417,434   

８ 未収消費税等    ―   314,192 323,835   

９ 短期貸付金   ―   25,000 600,000   

10 その他の流動資産 ※２ 364,521   6,059 3,068   

貸倒引当金   △223,079   △6,475 △6,204   

流動資産合計    15,238,395 81.4 1,459,106 14.6   7,566,554 46.7

資産合計    18,718,689 100.0 10,023,704 100.0   16,194,397 100.0

           
 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）          

Ⅰ 固定負債          

１ 転換社債型 
新株予約権付社債 

  11,200,000   4,260,000 5,200,000   

２ 基地局撤去引当金   ―   3,988,200 ―   

３ 繰延税金負債   41,325   70 120   

４ その他の固定負債   15,755   12,032 12,351   

固定負債合計    11,257,080 60.1 8,260,302 82.4   5,212,472 32.2

Ⅱ 流動負債          

１ 買掛金   87,509   385,425 16,346   

２ 未払金   750,768   493,163 708,035   

３ 未払費用   9,361   132 5,447   

４ 未払法人税等   18,342   35,073 51,487   

５ 繰延税金負債   2,085   713 1,426   

６ 前受金   1,585   1,408 2,199   

７ 預り金   7,073   16,311 10,562   

８ 賞与引当金   28,200   ― ―   

９ 事業再構築引当金   377,605   ― ―   

10 その他の流動負債   5,838   1,946 5,093   

流動負債合計    1,288,371 6.9 934,174 9.3   800,598 4.9

負債合計    12,545,451 67.0 9,194,477 91.7   6,013,070 37.1

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金    11,157,277 59.6 ― ―   14,307,447 88.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   11,757,952   ― 15,588,604   

資本剰余金合計    11,757,952 62.8 ― ―   15,588,604 96.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 任意積立金   6,076   ― 6,076   

２ 中間(当期) 
未処理損失 

  16,604,784   ― 19,516,499   

利益剰余金合計    △16,598,708 △88.7 ― ―   △19,510,422 △120.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   △139,809 △0.7 ― ―   △200,593 △1.2

Ⅴ 自己株式    △3,474 0.0 ― ―   △3,709 0.0

資本合計    6,173,238 33.0 ― ―   10,181,327 62.9

負債資本合計    18,718,689 100.0 ― ―   16,194,397 100.0

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本          

 １ 資本金    ― ―  14,877,517 148.4  ― ―

 ２ 資本剰余金            

  (1) 資本準備金  ―   16,158,535   ―   

資本剰余金合計   ― ―  16,158,535 161.2  ― ―

 ３ 利益剰余金            

  (1) その他利益剰余金           

特別償却準備金  ―   2,077   ―   

繰越利益剰余金  ―   △30,204,993   ―   

   利益剰余金合計    ― ―  △30,202,916 △301.3  ― ―

 ４ 自己株式    ― ―  △3,709 0.0  ― ―

    株主資本合計    ― ―  829,427 8.3  ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等         
 １  その他有価証券評

価差額金   ― ―  △200 0.0  ― ―

評価・換算差額等
合計  

  ― ―  △200 0.0  ― ―

純資産合計   ― ―  829,227 8.3  ― ―

負債純資産合計   ― ―  10,023,704 100.0  ― ―
      



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

経常損益の部         

（営業損益の部）         

Ⅰ 電気通信事業営業
損益 

        

(1) 営業収益   1,282,957 88.4 351,448 94.2   1,946,354 82.9

(2) 営業費用         

１ 営業費   560,077   388,822 1,003,346   

２ 施設保全費   1,040,306   935,158 1,952,437   

３ 管理費   904,867   706,201 1,034,845   

４ 試験研究費   91,899   43,330 162,993   

５ 減価償却費   40,915   314,913 123,897   

６ 固定資産除却
費 

  121,580   119,187 258,813   

７ 通信設備使用
料 

  936,197   243,432 1,401,563   

８ 租税公課   285,443 3,981,287 274.4 141,233 2,892,279 775.3 519,908 6,457,805 274.9

電気通信事業営
業損失 

  2,698,330 △186.0 2,540,831 △681.1   4,511,451 △192.0

Ⅱ 附帯事業営業損益         

(1) 営業収益   167,895 11.6 21,579 5.8   402,932 17.1

(2) 営業費用   538,583 37.1 482,139 129.3   1,611,999 68.6

附帯事業営業損
失 

  370,688 △25.5 460,559 △123.5   1,209,066 △51.5

営業損失   3,069,018 △211.5 3,001,390 △804.6   5,720,517 △243.5

（営業外損益の部）         

Ⅲ 営業外収益 ※１ 50,072 3.4 31,861 8.5   74,019 3.2

Ⅳ 営業外費用 ※２ 68,357 4.7 291,215 78.0   83,576 3.6

経常損失   3,087,303 △212.8 3,260,744 △874.1   5,730,074 △243.9

 



 （注）１ 百分比は、電気通信事業営業収益と附帯事業営業収益の合計を100％として算出しております。 

２ 営業費用勘定の各科目の内容は次のとおりであります。 

(1) 営業費とは、電気通信役務の提供に関する申込の受理、電気通信役務の料金の収納及び電気通信役務の販

売活動ならびに、これらに関連する業務により直接発生する費用であります。 

(2) 施設保全費とは、電気通信設備の保全のために直接発生する費用であります。 

(3) 管理費とは、本社等管理部門において発生する費用であります。 

(4) 試験研究費とは、研究開発部門において発生する費用であります。 

(5) 通信設備使用料とは、他の電気通信事業者に対してその設備を使用する対価として支払う費用でありま

す。 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

金額(千円) 
百分比 
（％） 

特別損益の部         

Ⅰ 特別利益   111,838 7.7 69,792 18.7   187,636 8.0

Ⅱ 特別損失 
※３ 
※６ 

1,467,250 101.1 7,498,853 2,010.3   1,811,260 77.1

税引前中間(当期)
純損失 

  4,442,716 △306.2 10,689,806 △2,865.7   7,353,698 △313.0

法人税、住民税 
及び事業税 

※４ 2,710   3,400 4,815   

法人税等調整額 ※４ △1,372 1,337 0.1 △713 2,686 0.7 △2,744 2,070 0.1

中間(当期)純損失   4,444,054 △306.3 10,692,493 △2,866.4   7,355,768 △313.1

前期繰越損失   12,160,730 ―   12,160,730 

中間(当期)未処理
損失 

  16,604,784 ―   19,516,499 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計

その他有価

証券評価差

額金 資本準備金 

その他利益剰余金  

特別償却

準備金 

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 

残高 （千円） 14,307,447 15,588,604 6,076 △19,516,499 △3,709 10,381,920 △200,593 10,181,327

中間連結会計期間中

の変動額         

新株の発行 570,069 569,930    1,140,000   1,140,000

特別償却準備金の取

崩し     △3,998 3,998  －   －

中間純損失     △10,692,493  △10,692,493   △10,692,493

株主資本以外の項目の中

間連結会計期間中の変動

額（純額）       200,393 200,393

 中間連結会計期間中

の変動額合計  

（千円） 
570,069

569,930 △3,998 △10,688,494 － △9,552,493 200,393 △9,352,099

平成18年９月30日 

残高（千円） 
14,877,517 16,158,535 2,077 △30,204,993 △3,709 829,427 △200 829,227



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 

注記 

番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー    

税引前中間(当期)純損失   △4,442,716 △7,353,698 

減価償却費   60,709 164,593 

減損損失   656,988 656,988 

貸倒引当金の増減額   206,341 △10,534 

賞与引当金の増減額   △4,400 △32,601 

受取利息及び受取配当金   △3,686 △4,478 

固定資産売却益   △53,788 △129,510 

固定資産除却損   8,047 8,084 

投資有価証券売却益   △39,322 △39,322 

投資有価証券評価損   264,807 278,966 

財産評定損戻入額   △18,303 △18,303 

契約解除金   45,684 52,953 

施設移転費   － 36,219 

基地局撤去費用   41,441 41,441 

助成金   △19,368 △19,368 

売上債権の増減額   278,446 277,325 

たな卸資産の増減額   272,983 401,809 

仕入債務の増減額   36,679 △34,484 

未払金の増減額   △339,262 △288,079 

その他   △191,820 △645,802 

小計   △3,240,539 △6,657,801 

利息及び配当金の受取額   1,178 4,482 

契約解除金の支払額   △68,288 △90,751 

施設移転費の支払額   △700 △36,919 

基地局撤去費用の支払額   △392,920 △392,920 

助成金の受取額   19,368 19,368 

法人税等の支払額   △5,479 △5,490 

営業活動による 

キャッシュ・フロー   △3,687,380 △7,160,031 

 



    

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出   △1,299,871 △2,617,171 

無形固定資産の取得による支出   △146,185 △679,756 

無形固定資産の売却による収入   53,788 106,209 

投資有価証券の取得による支出   △701,600 △3,942,909 

投資有価証券の売却による収入   40,200 1,042,379 

敷金保証金の差入による支出   △10,632 － 

敷金保証金の返還による収入   64,201 － 

貸付による支出   △390,000 △990,000 

貸付金の回収による収入   175,295 395,500 

関係会社への投資による支出   － △686,260 

敷金保証金の差入による支出  － △45,646 

敷金保証金の返還による収入  － 155,159 

その他   △30 △231,084 

投資活動による 

キャッシュ・フロー   △2,214,834 △7,493,580 

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー     

社債の発行による収入   19,000,000 25,000,000 

社債の償還による支出   － △5,814,000 

自己株式の取得による支出   － △429 

その他   △67,969 △82,853 

財務活動による 

キャッシュ・フロー   18,932,030 19,102,717 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 

係る換算差額   0 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   13,029,815 4,449,106 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   752,267 752,267 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 ※１ 13,782,083 5,201,374 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当社は当中間会計期間において、平成17年

12月予定の国内初のＷｉＭＡＸ規格によるワ

イヤレスブロードバンドサービスの本格商用

開始へ向け、実証実験を開始し、計画通り着

実に準備を進めてまいりました。併せて損失

の最大の原因となっていたPHS事業において

利用基地局・設備の削減施策を計画通り実施

し固定費を削減し、平成17年11月末にて音声

サービスを停止することといたしました。し

かし、PHS事業の縮小による加入者の減少、

及びPHS音声サービス停止による月次損益改

善の効果が当事業年度下期に反映されること

などにより、売上高は前中間会計期間比53％

減の1,450百万円となり、営業損失は3,069百

万円となり（当事業年度末では５期連続の営

業損失計上の見通し）、中間純損失は4,444

百万円（当事業年度末では３期連続の当期純

損失計上の見通し）となっております。ま

た、営業キャッシュ・フローはマイナス3,68

7百万円となっております。 

 当該状況により、当社には前事業年度に引

き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく、平成17年

12月に国内初のＷｉＭＡＸサービスを本格商

用開始し、早期の通信網拡大により、収益源

の多様化と事業利益の拡大を図ってまいりま

す。ＷｉＭＡＸ（無線アクセス方式の標準規

格であるIEEE802.16シリーズ）は、既存の無

線LAN規格（Wi-Fi）よりもカバーエリアが広

くかつ高速化ができることが特徴であり、有

線ブロードバンドアクセスであるADSL等に代

わるものとして期待されております。当社は

まず、低コスト・高性能なＷｉＭＡＸによる

国内初の無線LANネットワーク上にて、無線L

AN・屋内外シームレス等多種多様なサービス

を市場投入いたします。また、ページャとの

複合端末の開発、サービス提供により順次市

場規模を拡大させ、更に平成19年に導入が見

込まれるモバイルＷｉＭＡＸサービスに参入

し、ＰＬＣ（電力線通信）及びページャを融

合した屋内外シームレスサービスを実現さ

せ、楽しいユビキタス社会の創生に貢献する

とともに、事業収益基盤を構築拡大させる所

存であります。 

既存事業につきましては、無線呼出し事業

では当事業年度中までにインフラの全面衛星

化による更新を完了させ、運営費の削減に併

せて自治体への積極的な営業展開により黒字

化を確実なものといたします。ＰＨＳ事業に

ついては、平成17年11月の音声サービス終了

及びＰＨＳ設備のＷｉＭＡＸインフラへの更

新等を通じて赤字の削減を図ります。 

また、ＷｉＭＡＸ事業の本格開始に伴い、

経営組織の改編を行い、更なる機動性・迅速

性・効率性を追求してまいります。 

財務政策については、平成17年４月及び平

成17年８月の転換社債型新株予約権付社債の

発行により計190億円の資金調達を実施し、

ＷｉＭＡＸ事業の早期のネットワーク構築及

び市場拡大を展開する上での当面必要な資金 

当社は当中間会計期間において、ＷｉＭＡ

Ｘ事業を推進させるべく、ネットワークの敷

設およびデジタル・デバイドを中心に営業活

動を行ってまいりました。また、無線呼出し

事業については、衛星インフラによるサービ

スを開始し低コスト運営をさせるとともに地

域情報配信システムの積極的な営業活動を行

い、さらにＰＨＳ事業については、平成18年

6月にて事業を完全終了させることにより営

業固定費を削減することが出来ました。しか

し、ＷｉＭＡＸサービスが市場にて初期普及

段階であるため高収益を確保する段階に至ら

ず、またＰＨＳ撤退に関する将来費用および

無線呼出し事業に関する旧インフラの将来撤

去費用を当中間会計期間にて全額引当計上し

たため、売上高は、前中間会計期間比74％減

の373百万円となり、営業損失は3,001百万円

となり（当事業年度末では６期連続の営業損

失計上の見通し）、中間純損失は10,692百万

円（当事業年度末では４期連続の当期純損失

計上の見通し）となっております。 

 当該状況により、当社には前事業年度に引

き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、平成17年

12月より国内で初めてサービスを開始してい

るＷｉＭＡＸサービスについて、引き続き、

順次通信網を拡大させ、収益源の多様化と事

業利益の拡大を図ってまいります。ＷｉＭＡ

Ｘは今後ＩＴ社会が成熟していくために不可

欠な技術であり、ワイヤレスによるインター

ネット接続の可能性が飛躍的に拡大すること

が期待されています。 

 当社は、まずＷｉＭＡＸをデジタル・デバ

イド解消施策として活用するため、北陸総合

通信局における無線ブロードバンド実験に採

用され、実験を開始いたしました。当社はＷ

ｉＭＡＸを活用した本実験を足がかりとし、

ＷｉＭＡＸによる全国的なデジタル・デバイ

ド解消施策を展開してまいります。 

 また、他社との提携により、ＷｉＭＡＸと

ＩＰ電話を組み合わせたサービス、ＷｉＭＡ

Ｘ Ｗｅｂ ３Ｄサービス等を開始したこと

を皮切りに、ＰＬＣとの融合による屋内外シ

ームレス化を実現させ、多種多様なサービス

を市場投入いたします。ネットワークについ

ては、平成18年11月にソフトバンクモバイル

株式会社と通信インフラの早期構築と、基地

局ファシリティの共同利用に関する合意を始

めとして、基地局を主要部より効率的に敷設

するとともに、他通信事業者とのローミング

を活用し、早期のネットワーク拡充を図って

まいります。無線呼出し事業ではインフラの

全面衛星化による更新が完了したことによ

り、運営費の削減に併せて自治体への積極的

な営業展開により黒字化を確実なものといた

します。また平成18年10月にＪＳＡＴ株式会

社と地域情報配信システムの全国展開に関す

る事業提携について基本合意を締結したこと

により、より一層営業体制を強化してまいり

ます。 

当社は当事業年度において、平成17年12月

に国内初のＷｉＭＡＸ規格によるワイヤレス

ブロードバンドサービスの商用を開始いたし

ました。併せて損失の最大の原因となってい

たＰＨＳ事業において、平成17年11月末の音

声サービス停止し、平成18年6月末にて事業

から撤退することといたしました。しかし、

ＷｉＭＡＸサービスのための初期費用の増

加、及びＰＨＳ事業停止によるコスト削減の

全面的な効果は翌事業年度に反映されること

などにより、売上高は前年同期比58％減の

2,349百万円、営業損失は5,720百万円となり

（５期連続の営業損失計上）、当期純損失は

7,353百万円（３期連続の当期純損失計上）

となっております。また、営業キャッシュ・

フローはマイナス7,160百万円となっており

ます。 

当該状況により、当社には前事業年度に引

き続き、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、ＷｉＭＡ

Ｘネットワークの構築を早期に進め、通信網

拡大により、収益源の多様化と事業利益の拡

大を図ってまいります。ワイヤレスブロード

バンドにおける次世代世界標準規格であるＷ

ｉＭＡＸは、既存の無線LAN規格（Wi-Fi）よ

りもカバーエリアが広くかつ高速通信がで

き、低コストなネットワーク構築が可能であ

るため、有線ブロードバンドアクセスである

ADSL等に代わるものとして期待されておりま

す。当社は、更に、ＷｉＭＡＸと低コストな

自社生産の衛星インフラ対応のページャメー

ル基地局を組み合わせ、AirBitKeyを市場投

入いたします。また、日本初の民間衛星通信

事業者であるJSAT株式会社の協力を受け、同

社の衛星回線を活用してＷｉＭＡＸ網を地方

へも拡張してまいります。これにより、現在

政府が強力に推進している「u-JAPAN」政策

を背景としたデジタル・デバイド(都市部と

比較して地方においてブロードバンド等を享

受できる利便性に格差が生じている状況)解

消に大きく貢献してゆくとともに、地方部へ

の需要拡大による収益増加を図ってまいりま

す。併せて、各種コンテンツ配信、クレジッ

ト決済、ノマディックボイス他、サービスの

多様化・商品の高性能化を図るため、多数の

関係各企業との業務・資本提携を進行中であ

ります。当社は、まず東名阪ＷｉＭＡＸ基地

局を計画通りに敷設し、ねっとワークットワ

ークの早期構築を図ってまいります。更に、

ＷｉＭＡＸの持つ技術優位性及びＹＯＺＡＮ

の持つ低コストのインフラ構築・調達力を活

かし、ネットワーク拡張及びサービスの拡

大・多様化を実現し、楽しいユビキタス社会

の創生に貢献するとともに、事業収益基盤を

拡大させる所存であります。 

既存事業につきましては、無線呼出し事業

では平成18年4月時点にて、インフラの衛星

化を完了させました。これにより、運営費を

削減することができ、併せて自治体への積極

的な営業展開により黒字化を図ります。 

   
 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

を確保いたしました。今後更にエクイティフ

ァイナンスを主とした資本の増強及び資金収

支を改善する計画であります。  

中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映しておりません。 

コスト削減施策については、まずＰＨＳ事

業を平成18年6月にて完全終了したことによ

り今後固定費の圧縮が実現するとともに、当

中間会計期間にて、ＰＨＳ事業の将来撤退費

用および無線呼出し事業の旧インフラの将来

撤去費用を全額見積もり計上しております。 

また、以上の施策を確実に達成するため、

経営組織の改編を行い、更なる機動性・迅速

性・効率性を追求してまいります。 

財務政策については、ＷｉＭＡＸ事業の早

期のネットワーク構築及びその他事業の拡充

を図るための資金を確保することが必要であ

り、平成18年11月に実施した第三者割当増資

16億円の調達に引続き、今後もエクイティフ

ァイナンスを主とした資本の増強及び資金収

支を改善する計画であります。 

中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映しておりません。 

また、ＰＨＳ事業からの完全撤退により、

当事業年度までの営業損失の主因が除去さ

れ、収支改善可能な低コストの経営基盤が築

かれております。 

 さらに、ＷｉＭＡＸ事業の早期拡大のた

め、経営組織の更なる整備を行い、より一層

の機動性・迅速性・効率性を追求してまいり

ます 

財務政策については、当期中に実施した資

金調達により、ＷｉＭＡＸ事業の早期のネッ

トワーク構築を展開する上での当面必要な資

金を確保しております。今後も、事業の拡張

に併せて、エクイティファイナンスを主とし

た資本及び資金の増強を図ってまいります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、上記のような重要な疑義の影響を

中間財務諸表には反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  機械設備 ６～９年

空中線設備 10年

建物 15～40年

工具、器具 

及び備品 
５年

    

   また、取得価額が10万円以

上20万円未満の資産について

は、３年間で均等償却する方

法を採用しております。 

    

  (2) 無形固定資産 

定額法 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内

における見込利用可能期間

（５年）による定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては、貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額のう

ち当中間会計期間負担額を計

上しております。 

────── 

  

────── 

  

  (3) 事業再構築引当金 

無線呼出し事業に係るイン

フラの再構築等に伴い、今後

発生が見込まれる費用につい

て合理的に見積られる金額を

計上しております。 

────── 

  

────── 

  

  ────── 

  

(4) 基地局撤去引当金 

全サービスを完全終了して

いるＰＨＳ事業に係る基地局

及び新インフラによるサービ

ス開始により不要となった無

線呼出し事業に係る基地局等

について、今後発生が見込ま

れる撤去工事費用について合

理的に見積もられる金額を計

上しております。  

────── 

  

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

──────  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

６ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

当中間財務諸表における科目分類は、当社が「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大

蔵省令第59号）第２条に規定する別記11の電気通信業であるため、「電気通信事業会計規則」（昭和60年郵政省令第

26号）第５条における科目分類に準拠しております。 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純損失

は656,988千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税引前当期純損失は

656,988千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適

用指針第8号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

純資産の部の合計と同様であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,191,404千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,080,945千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1.259,125千円 

※２ 消費税等の取扱 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動資産の

「その他の流動資産」に含めて表示しており

ます。 

────── ────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

助成金 19,368千円 受取利息 2,445千円 受取利息 4,346千円

助成金 19,368千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

社債発行費 59,836千円 社債発行費 289,166千円 社債発行費 74,180千円

※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの ※３ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 656,988千円 基地局撤去引当金

繰入 

3,988,200千円

投資有価証券売却

損 

599,501千円

投資有価証券評価

損 

1,373,947千円

減損損失 836,967千円

ＰＨＳ事業撤退損

失 

604,689千円

棚卸資産評価損 302,180千円

減損損失 656,988千円

※４ 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期において予定して

いる利益処分による特別償却準備金の

積立て及び取崩を前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

同左 ───── 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 39,523千円

無形固定資産 21,036千円

有形固定資産 198,861千円

無形固定資産 93,732千円

有形固定資産 111,631千円

無形固定資産 55,903千円

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

※６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上

しました。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

本社 
(東京都 
豊島区) 

共用 
建物、工
具・器具及
び備品等 

86,057 

東京都 
豊島区
他 

電気通信
事業 
(PHS事
業) 

機械設備、
ソフトウェ
ア等 

570,066 

東京都 
豊島区 

遊休 
工具・器具
及び備品等 

864 

 当社は、単独でキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位によって事業の

グループ化を行い、減損会計を適用し

ております。なお、電気通信事業で

は、通信ネットワーク全体でキャッシ

ュ・フローを生成していることから、

事業の種類別毎に１つの資産グループ

としております。  

 その他に、遊休資産については、個

別資産ごとに減損の兆候を判定してお

ります。 

 その結果、遊休資産について帳簿価

額を回収可能価額まで減額しておりま

す。これらの減少額を減損損失

(836,967千円)として特別損失に計上

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

東京都 
豊島区
他 

遊休資産 

工具・器具
及び備品、
ソフトウェ
ア、長期前
払費用等 

836,967 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

本社 
(東京都 
豊島区) 

共用 
建物、工
具・器具及
び備品等 

86,057 

東京都 
豊島区
他 

電気通信
事業 
(PHS事
業) 

機械設備、
ソフトウェ
ア等 

570,066 

東京都 
豊島区 

遊休 
工具・器具
及び備品等 

864 

 当社は、単独でキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位によって事業の

グループ化を行い、減損会計を適用し

ております。なお、電気通信事業で

は、通信ネットワーク全体でキャッシ

ュ・フローを生成していることから、

事業の種類別毎に１つの資産グループ

としております。 

 その他に、遊休資産については、個

別資産ごとに減損の兆候を判定してお

ります。また、本社については独立し

たキャッシュ・フローを生み出さない

ことから共用資産としております。 

 当社は、単独でキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位によって事業の

グループ化を行い、減損会計を適用し

ております。なお、電気通信事業で

は、通信ネットワーク全体でキャッシ

ュ・フローを生成していることから、

事業の種類別毎に１つの資産グループ

としております。 

 その他に、遊休資産については、個

別資産ごとに減損の兆候を判定してお

ります。また、本社については独立し

たキャッシュ・フローを生み出さない

ことから共用資産としております。 

 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 その結果、まず遊休資産については

帳簿価額を回収可能価額まで減額して

おります。次にPHS事業について平成

17年11月末日をもって音声サービスの

終了を予定していること等から同事業

における資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額いたしました。さ

らに共用資産である本社を含むより大

きな単位ではそれらが使用されている

営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなっているため、各資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減

額いたしました。これらの減少額を減

損損失(656,988千円)として特別損失

に計上しております。 

 その内訳は、本社86,057千円(内、

建物34,410千円、工具・器具及び備品

26,479千円及びその他25,167千円)、

電気通信事業(PHS事業)用資産570,066

千円(内、機械設備395,667千円、ソフ

トウェア148,150千円及びその他

26,248千円)、遊休資産864千円(工

具・器具及び備品544千円及びその他

320千円)であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価

額(処分見込価額から処分見込費用を

控除した金額)により測定しておりま

す。 

 その内訳は、遊休資産836,967千円

(内、機械設備2,060千円、工具、器具

及び備品45,331千円及びソフトウェア

504,478千円、長期前払費用285,044千

円、その他52千円)、であります。 

 なお、回収可能価額は、正味売却価

額(処分見込価額から処分見込費用を

控除した金額)により測定しておりま

す。 

 その結果、まず遊休資産については

帳簿価額を回収可能価額まで減額して

おります。次にＰＨＳ事業について平

成17年11月末日をもって音声サービス

の終了を予定していること等から同事

業における資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額いたしました。

さらに共用資産である本社を含むより

大きな単位ではそれらが使用されてい

る営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスとなっているため、各資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額いたしました。これらの減少額を

減損損失(656,988千円)として特別損

失に計上しております。 

 その内訳は、本社86,057千円(内、

建物34,410千円、工具・器具及び備品

26,479千円及びその他25,167千円)、

電気通信事業(ＰＨＳ事業)用資産

570,066千円(内、機械設備395,667千

円、ソフトウェア148,150千円及びそ

の他26,248千円)、遊休資産864千円

(工具・器具及び備品544千円及びその

他320千円)であります。  

 なお、回収可能価額は、正味売却価

額(処分見込価額から処分見込費用を

控除した金額)により測定しておりま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 10,782,083千円

有価証券 3,000,000千円

現金及び現金同等物 13,782,083千円

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 5,201,374千円

現金及び現金同等物 5,201,374千円

 ２ 重要な非資金取引の内容  ２ 重要な非資金取引の内容 

 新株予約権付社債(転換社債型新株予約権

付社債)に付された新株予約権の権利行使の

内容  

新株予約権の行使による

資本金増加額 
3,900,287千円 

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 
3,899,712千円 

新株予約権の行使による

新株予約権付社債減少額 
7,800,000千円 

 新株予約権付社債(転換社債型新株予約権

付社債)に付された新株予約権の権利行使の

内容  

新株予約権の行使による

資本金増加額 
7,050,457千円 

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 
7,049,542千円 

新株予約権の行使による

新株予約権付社債減少額
14,100,000千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

────── １ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

中間期末
残高 
相当額 
（千円） 

建物 128 62 65 － 

工具器
具 
及び備
品 

7,859 4,255 3,603 － 

合計 7,987 4,318 3,669 － 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

減損損失
累計額 
相当額 
（千円） 

中間期末
残高 
相当額 
（千円）

建物 128 62 65 － 

工具器
具 
及び備
品 

7,859 4,255 3,603 － 

合計 7,987 4,318 3,669 － 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等  (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

  

１年内 913千円

１年超 2,505千円

合計 3,418千円

リース資産減 

損勘定の残高 
3,225千円

 １年内 923千円

１年超 2,040千円

合計 2,964千円

リース資産減 

損勘定の残高 
2,781千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 791千円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
721千円

減価償却費相当額 721千円

支払利息相当額 43千円

減損損失 3,947千円

 
支払リース料 1,281千円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
1,165千円

減価償却費相当額 1,165千円

支払利息相当額 79千円

減損損失 3,947千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

 
(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 当中間会計期間においては子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

区分 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

株式 507,776 408,043 △99,733 

計 507,776 408,043 △99,733 

区分 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券   

非上場株式 116,659 

債券   

社債 110,000 

コマーシャルペーパー 3,000,000 

計 3,226,659 

区分 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額 

(千円) 
差額(千円) 

株式 2,971,797 2,771,324 △200,472 

計 2,971,797 2,771,324 △200,472 

区分 中間貸借対照表計上額(千円) 

子会社株式及び関連会社株式 1,118,726 

その他有価証券   

非上場株式 11,912 

関係会社社債 250,000 

計 1,380,638 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 前中間会計期間においてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、開示の対象となるものはありませ

ん。 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 前事業年度においてデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、開示の対象となるものはありません。

（持分法損益等） 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額

(千円) 
90,000 ― 436,260 

持分法を適用した場合の投資

の金額(千円) 
90,000 ― 474,273 

持分法を適用した場合の投資

利益(千円) 
― ― 38,013 



（１株当たり情報） 

 (注) １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額   5,698円27銭 

１株当たり中間純損失金額  

                      4,874円88銭 

１株当たり純資産額    534円98銭

１株当たり中間純損失金額  

                      7,486円21銭

１株当たり純資産額   7,281円18銭

１株当たり当期純損失金額 

                     6,854円76銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間(当期)純損失(千円) 4,444,054 10,692,493 7,355,768 

普通株主に帰属しない 

金額(千円) 
― ― ― 

普通株式に係る中間 

(当期)純損失(千円) 
4,444,054 10,692,493 7,355,768 

普通株式の期中平均 

株式数(株) 
911,623 1,428,292 1,073,089 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間(当期)純利益

の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

①第２回無担保転換社債型

新株予約権付社債 

(券面総額6,000百万円) 

②第３回無担保転換社債型

新株予約権付社債 

(券面総額6,000百万円) 

 なお、これらの概要は

「第４提出会社の状況、１

株式等の状況、(2）新株予

約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

円建無担保転換社債型新

株予約権付社債 

(券面総額5,000百万円) 

 なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

第４回無担保転換社債型

新株予約権付社債 

(券面総額5,200百万円) 

 なお、概要は「第４提出

会社の状況、１株式等の状

況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年８月24日発行の株式会社
ＹＯＺＡＮ第２回無担保転換社債型
新株予約権付社債は、当中間会計期
間終了後、平成17年10月１日から平
成17年11月30日までに全額の株式へ
の転換が完了いたしました。その概
要は次のとおりであります。 

平成17年９月30日現在残高 
5,200,000千円 

資本金増加額    2,600,112千円 
資本準備金増加額  2,599,887千円 
増加した株式の種類及び数 

普通株式 225,645.44株 
新株の配当起算日 

平成17年10月１日 

１．当社は、ＷｉＭＡＸインフラ整備の
ため具体的計画に基づく投資資金の調達
を目的として、平成18年11月10日にＡＭ
Ｕ投資事業有限責任組合１号引受による
第三者割当による新株式を発行し、
1,628,396千円の資金調達を行いました。 

資本金増加額     814,198千円 
資本準備金増加額   814,198千円  
増加した株式の種類及び数 

普通株式 374,000株 
新株の配当起算日 

平成18年10月１日 
  
２．平成18年12月13日開催の当社取締役
会において、平成18年12月28日を払込期
日とする海外市場（香港）における募集
を行う2009年12月満期円建転換社債型新
株予約権付社債の発行を決議しました。
その概要は次のとおりであります。 
１．発行総額 2,000,000,000円 
２．発行価額 社債額面金額の100％ 
（社債額面金額10,000,000円） 

３．払込期日 平成18年12月28日 
４．償還期限 平成21年12月28日に社

債額面金額の100％で償
還 

５．利率   本社債には、利息を付
さない 

６．本新株予約権の目的となる株式の
種類及び数 
(1）種類 当社普通株式 
(2）数 
 本新株予約権の行使請求により
当社が当社普通株式を新たに発行
又はこれに代えて当社の有する当
社普通株式を移転（以下、当社普
通株式の発行又は移転を、当社普
通株式の「交付」という。）する
数は、行使請求に係る本社債の発
行価額の総額を下記８記載の行使
価額で除して得られる最大整数と
する。 

７．本新株予約権の総数 2,000個 
８．本新株予約権に関する事項 
(1）行使価額 
 本新株予約権の行使により当社
が当社株式を交付する場合におけ
る株式１株あたりの出資される価
額（以下、「行使価額」とい
う。）については当初2,579円と
し、以後以下のとおり修正する。 

 ────── 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  行使請求期間の開始日以後、毎月
第１、第３および第５金曜日を含
む暦月について適用ある場合に
は、第5の金曜日（以下「決定日」
という。）の翌取引日以降、行使
価額は、決定日まで（当日を含
む。）の３連続取引日（ただし、
取引日は株式会社ジャスダック証
券取引所における提出会社普通株
式の普通取引に係る売買高加重平
均価格（以下「ＶＷＡＰ」とい
う。）が算出されない日を含まな
い。決定日が取引日でない場合に
は、決定日の直前の取引日までの3
連続取引日とする。以下「時価算
定期間」という。）の株式会社ジ
ャスダック証券取引所における提
出会社普通株式の普通取引の毎日
のＶＷＡＰの平均値の90%に相当す
る金額（円位未満小数第１位まで
算出し、その小数第１位を切上げ
る。以下「修正後行使価額」とい
う。）が直前の行使価額を下回っ
た場合に修正後行使価額に修正さ
れる。なお、時価算定期間内に、
下記で定める行使価額の調整事由
が生じた場合には、修正後行使価
額は、本要項に従い提出会社が適
当と判断する値に調整される。た
だし、かかる算出の結果、修正後
行使価額が当初行使価額の50％に
相当する金額（円位未満小数第１
位まで算出し、その小数第１位を
切り上げる。以下「下限行使価
額」という。）を下回る場合に
は、修正後行使価額は下限行使価
額とする。 
(2）行使価額の調整 
 行使価額は、本新株予約権付社
債の発行後、当社が時価を下回る
発行価額または処分価額をもって
当社普通株式を新たに発行しまた
は当社の有する当社普通株式を処
分する場合（ただし、当社普通株
式の交付と引換えに当社に取得さ
れる証券もしくは転換できる証券
もしくは当社に対して取得を請求
できる証券または当社普通株式の
交付を請求できる新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを
含む。）の行使による場合を除
く。）には、次に定める算式によ
り調整される。 

   既発
行株
式数

＋

新発行・処分
株式数 × １
株当たりの発
行・処分価額

調整
後 
行使
価額 

＝

調整
前 
行使
価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 新
発行・処分株式数 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ９．本新株予約権の行使期間 
 平成18年12月28日から平成21年12
月28日まで。 
10．本新株予約権の行使の条件 
 新株予約権の一部行使はできない
ものとする。 
11．資金の使途 
 設備投資資金に充当 

３．当社は、平成18年12月13日開催の当
社取締役会において、海外市場（香港）
における募集を行う2009年12月28日期限
新株予約権の発行を決議しました。その
概要は次のとおりであります。 
１．発行数   200個 
２．発行価格 100,000円 
３．発行価額の総額 20,000,000円 
４．本新株予約権の目的となる株式の
種類及び数 
(1）種類 当社普通株式 
(2）数   
 本新株予約権を行使すること
（以下「行使」という。）により
当社が当社普通株式を新たに発行
またはこれに代えて当社の有する
本株式を移転（以下本株式の発行
または移転を「交付」という。）
する数は、本新株予約権の行使価
額を下記５記載の行使価額で除し
て得られる最大整数とする。 

５．行使価額 
 本新株予約権の行使により当社が
当社株式を交付する場合における
株式１株あたりの出資される価額
（以下、「行使価額」という。）
については当初   円とし、以
後以下のとおり修正する。 
 行使請求期間の開始日以後、毎月
第１、第３および第５金曜日を含
む暦月について適用ある場合に
は、第5の金曜日（以下「決定日」
という。）の翌取引日以降、行使
価額は、決定日まで（当日を含
む。）の３連続取引日（ただし、
取引日は株式会社ジャスダック証
券取引所における提出会社普通株
式の普通取引に係る売買高加重平
均価格（以下「ＶＷＡＰ」とい
う。）が算出されない日を含まな
い。決定日が取引日でない場合に
は、決定日の直前の取引日までの3
連続取引日とする。以下「時価算
定期間」という。）の株式会社ジ
ャスダック証券取引所における提
出会社普通株式の普通取引の毎日
のＶＷＡＰの平均値の90%に相当す
る金額（円位未満小数第１位まで
算出し、その小数第１位を切上げ
る。以下「修正後行使価額」とい
う。）が直前の行使価額を下回っ
た場合に修正後行使価額に修正さ
れる。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   なお、時価算定期間内に、下記
６で定める行使価額の調整事由が
生じた場合には、修正後行使価額
は、本要項に従い提出会社が適当
と判断する値に調整される。ただ
し、かかる算出の結果、修正後行
使価額が当初行使価額の50％に相
当する金額（円位未満小数第１位
まで算出し、その小数第１位を切
り上げる。以下「下限行使価額」
という。）を下回る場合には、修
正後行使価額は下限行使価額とす
る。 

 ６．行使価額の調整 
 行使価額は、本新株予約権付社
債の発行後、当社が時価を下回る
発行価額または処分価額をもって
当社普通株式を新たに発行しまた
は当社の有する当社普通株式を処
分する場合（ただし、当社普通株
式の交付と引換えに当社に取得さ
れる証券もしくは転換できる証券
もしくは当社に対して取得を請求
できる証券または当社普通株式の
交付を請求できる新株予約権（新
株予約権付社債に付されたものを
含む。）の行使による場合を除
く。）には、次に定める算式によ
り調整される。 

７．本新株予約権の行使期間 
 平成18年12月29日から平成22年12
月28日まで。 
８．本新株予約権の行使の条件 
 本新株予約権は当社の事前の承諾
なしに行使されることができない。 

 ９．行使に際して出資される財産の総額
 2,000,000,000円 

10．資金の使途 
 設備投資資金に充当 

      既発
行株
式数

＋

新発行・処分
株式数 × １
株当たりの発
行・処分価額

調整
後 
行使
価額 

＝ 

調整
前 
行使
価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 新
発行・処分株式数 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第16期) 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  
平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

２ 臨時報告書 企業内容の開示に関する内閣府例第19条第１項及び

同条第２項第２号（2009年７月満期円建無担保転換

社債型新株予約権付社債の発行）に基づくもの 

  
平成18年７月６日 

関東財務局長に提出。 

３ 臨時報告書の訂正報告書 平成18年７月６日提出の臨時報告書に係る訂正報告

書であります 

  平成18年７月７日 

関東財務局長に提出。 

４ 

  

有価証券届出書 

及びその添付書類 

（新株予約権付社債）   平成18年10月26日 

関東財務局長に提出。 

５ 

  

有価証券届出書の訂正届

出書 

平成18年10月26日提出の有価証券届出書に係る訂正

届出書であります 

  平成18年10月30日 

関東財務局長に提出。 

６ 

  

臨時報告書 企業内容の開示に関する内閣府例第19条第２項第４

号（主要株主の異動）に基づくもの 

  平成18年11月13日 

関東財務局長に提出。 

７ 臨時報告書 企業内容の開示に関する内閣府例第19条第２項第４

号（主要株主の異動）に基づくもの 

  

  

平成18年11月13日 

関東財務局長に提出。 

８ 臨時報告書 企業内容の開示に関する内閣府例第19条第１項及び

同条第２項第２号（2009年12月満期円建無担保転換

社債型新株予約権付社債の発行）に基づくもの 

  

  

平成18年12月13日 

関東財務局長に提出。 

９ 臨時報告書 企業内容の開示に関する内閣府例第19条第１項及び

同条第２項第２号（2010年12月28日期限新株予約権

の発行）に基づくもの 

  

  

平成18年12月13日 

関東財務局長に提出。 

10 臨時報告書の訂正報告書 平成18年12月13日提出の臨時報告書（2010年12月28

日期限新株予約権の発行）に係る訂正報告書であり

ます 

  

  

平成18年12月13日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月18日

株式会社 ＹＯＺＡＮ   

 取締役会 御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 遠藤 了 

 業務執行社員  公認会計士 小笠原 直 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＹＯＺＡＮの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ＹＯＺＡＮ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、中間連結財務諸表提出会社は当

中間連結会計期間において、売上高の著しい減少、継続的な営業損失及び中間純損失並びに重要なマイナスの営業キャッ

シュ・フローが発生している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計

画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の

影響を中間連結財務諸表には反映していない 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、中間連結財務諸表提出会社は平成18年11月10日に第三者割当による新

株式を発行した。また、中間連結財務諸表提出会社は平成18年12月13日開催の取締役会において新株予約権付社債及び新

株予約権の発行を決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月21日

株式会社 ＹＯＺＡＮ   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小林 雅和 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 樽本 修平 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＹＯＺＡＮの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＹＯＺＡＮの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は売上高の著しい減少、継続的かつ重要な営業損失、中間純損失及

びマイナスの営業キャッシュ・フローが発生している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、転換社債型新株予約権付社債の権利行使による新株への転換が行われてい

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月18日

株式会社 ＹＯＺＡＮ   

 取締役会 御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
 公認会計士 遠藤 了 

 業務執行社員  公認会計士 小笠原 直 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ＹＯＺＡＮの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ＹＯＺＡＮの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間におい

て、売上高の著しい減少、継続的な営業損失及び中間純損失が発生している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年11月10日に第三者割当による新株式を発行した。ま

た、会社は平成18年12月13日開催の取締役会において新株予約権付社債及び新株予約権の発行を決議した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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